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第２回 岐阜県地方創生 意見交換会 

議事録（要旨） 
 

○日 時：令和８年２月２０日（金） １５：００～１６：４０ 

○場 所：県庁６階 特別会議室 

○出席者：各分野の有識者１６名、知事、副知事 

 

＜意見交換＞ 

○ エコ・プロジェクト協同組合 澤村 美喜 副理事長 

・ 外国人活躍は「生活に根ざした県民」という考え方も大事だが、外国人の労働者

制度が転換期にある中、「産業・経済」分野における議論も必要だと考えており、テ

ーマ別会議にも参加したい。 

・ 現在、外国人受け入れ制度は非常に厳しくなっているが、人権侵害にあたるよう

な言動や扱いについては、明確な評価指標がなく、必ずしも改善が進んでいない。 

・ 外国人雇用の経験が長い企業ほど、自らの価値観を外国人労働者に押し付けてし

まう傾向が見られる。地域の若者などに対しても同じような傾向があるように思う。 

・ 特に企業経営者や指導的立場にある人々の意識や価値観をアップデートしていく

必要があると考える。 

 

○ 岐阜県商工会女性部連合会 奥村 佳子 会長 

・ 防災における中間支援が十分でなく、地域の間を取り持つ連携がまだまだ見えな

い状況であるため、さまざまな分野をつなぐ取組を進めていただけるとよい。 

・ 避難所の運営など曖昧になりやすい部分に中学生・高校生が実際に手と足を動か

し、現場の温度感を共有しながら、地域の人と一緒に取り組むといった内容を盛り

込めるとよい。 

・ 住所地によって受けられる施策やサービスの差が大きいと感じており、こうした

壁を越えていけるよう取り組んでいただけると、力強い岐阜県につながると思う。 

・ 岐阜より愛知が良いといった、さまざまなバイアスがかかっていると感じている。

岐阜には何もないと思い込んでいる人もいることから、より一層岐阜のブランドを

強化して、若い世代に岐阜の良さをしっかり覚えてもらうことが必要である。 

・ このように意見交換できることも岐阜のブランドづくりに向けた取組の１つだと

考えている。 

 

○ 岐阜大学 吉田 和弘 学長 

・ 子どもに関する施策は数多く進められているが、子どもから大人になるまでの「学

生」という観点で、高等教育機関がどういうビジョン、未来を描くのかが重要にな

っている。 

・ 県内２５の機関で構成される「ネットワーク大学コンソーシアム岐阜」において、

国・公・私といった区分を超え、点ではなく面で連携し、若者が地域に残り、ある
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いは戻ってくる取組が醸成されるよう支援をお願いしたい。 

・ 大学は従来のシーズ起点だけではなく、企業や地域のニーズ起点で課題にコミッ

トする「第 4世代大学」への転換が必要である。社会実装という観点から、大学群

として取り組んでいきたいと考えており、こうした観点も盛り込んでいただきたい。 

 

○ 岐阜県ＤＸ推進コンソーシアム 松島 桂樹 理事長 

・ ＡＩが戦争の道具になったり、偽情報の流布に使われたり、といったネガティブ

なニュースもあるが、社会課題の解決や福祉の増進など、多様な課題にどう活用す

るかを考えていきたい。 

・ これまで、ＡＩを使うと「学ぶ力」が落ちるという見方もあったが、逆転の発想

で、ＡＩを活用して人を育てる方向へ変えていく必要がある。 

・ 知識そのものは AI から学べるが、それを自分の力として身につけるには、主体

的に学ぼうとする「学ぶ力」が欠かせない。AI を学習の相棒として活用し、先生に

は聞きにくい疑問も AI に尋ねながら理解を深めることが、新しい学び方として期

待されている。 

・ このように、教室を学ぶ意欲を高める場とし、自宅などでは自分のペースで主体

的に学ぶという、従来とは異なる教育方法を取り入れながら「学ぶ力」を伸ばして

いく必要がある。岐阜県においても、ＡＩを活用しながらも「主体的に学ぶ」、ＡＩ

時代の「新しい学び方」とはどのようなものなのか、議論を深めていきたい。 

 

○ フリーアナウンサー／（一社）Health Up Action 平松 亜希子 代表理事 

・ 学力的な理由などで県内の大学に通えず、一度県外に出てしまう学生もいるが、

そうした若者が将来岐阜県に戻ってくるためには、早い段階から「将来は岐阜に戻

る」というライフプランを立ててもらう必要があると感じている。 

・ 現行戦略の成果指標の「地域や社会をよくするために何をすべきか考えたことが

ある児童生徒の割合」について、かなり高い数字が示されていた。子どもの意見を

把握し、若者の居場所づくりにもつなげていただきたい。 

・ テーマ別会議の出席については、興味がある他のテーマ別会議も内容を把握した

いため、オンラインでの傍聴などの仕組みを検討いただきたい。 

 

○ ぎふ女性リーダーズサロン Eclat＋（エクラプラス） 金森 律子 会長 

・ 県として「誰もが挑戦できる」を目指すのであれば、挑戦を続けられる環境が必

要であり、女性起業家が起業した後も継続的な支援が必要だと考えている。 

・ 学生や若者に対して、岐阜県でも多様な挑戦ができ、自分の夢を実現できるとい

うことを伝えることも行っており、こうしたロールモデルが増えることで、女性の

活躍も広がり、子どもたちが「自分も岐阜県で活躍できる」と思える環境づくりに

つながると考えている。 

・ 女性が活動する上で「拠点となる場所がない」という声は非常に多いため、空き

家問題などと組み合わせながら、女性が活躍できる場を確保していくことが重要で

ある。 
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・ 女性起業家の活動を「夢の実現」で終わらせるのではなく、地域経済戦略の一つ

として位置付けていただきたい。 

 

○ 日本放送協会 岐阜放送局 小野寺 茂樹 局長 

・ 岐阜県が何によって記憶されたいのか、また５年後、１０年後にどのような言葉

で語られる地域になりたいのか、そうした共通のイメージを持ち、議論を深めてい

くことが必要である。 

・ 将来像だけでなく、人や企業の行動を促す具体的な姿を、我々自身が核としてし

っかり持ち、それを基に議論していくことが重要。そのためには、政策と発信の一

体設計が非常に重要になる。 

・ 「この目標のために、こういう動きをしている」という点を、丁寧に示していく

ことで、現在行っている取組と目標の関係が明確になり、「岐阜には何かありそう

だ」と、人が集まる地域になり得る。 

・ ストーリー性も含め、将来の姿を共有し、考えていく場になることが重要である。 

 

○ 和光会グループ（医療法人和光会／社会福祉法人和光会） 

鈴木 未沙 理事長室 室長 兼 SDGs 推進室 室長 

・ 医療・介護職など支える側として当たり前に位置付けられている人たちの中にも、

メンタル面で不調をきたし、休職する人が多く存在する。支える側の人たち自身が、

時には支えられる必要があるという現実があり、その人たちが安心して頼れる仕組

みをつくることも重要である。 

・ そうした意味で、真の支え合いができるコミュニティが必要であり、従来の自治

会などの枠組みにこだわらず、新しいまちの形や多様なコミュニティが生まれるこ

とが望ましい。 

・ 例えば、大きな災害などの有事の際によく言われる「自助・共助・公助」は７：

２：１の割合とされるが、コミュニティのあり方次第では共助の力をより高めるこ

とができるのではないかと考えている。 

・ 「支える」と聞くと、若者たちは負担が増えるように感じるかもしれないが、決

してネガティブな意味ではなく、「なぜそれを行うのか」という目的を、ポジティブ

なメッセージとして発信していくことが大切である。 

 

○ （特非）こどもトリニティネット 西岡 はるな 理事長 

・ 「目指す姿」の表現として、悩むこと自体は誰しも日常的に直面する自然なこと

であり、ストレスや不安があることそのものは問題ではない。近くに気軽に相談で

きる人や場所があることが重要であることから、「一人で悩むことなく」といった

視点を付け加えるとよい。 

・ 行政の支援や対応を求める声も多く聞こえてくるが、受け身ではなく「ワクワク

すること」を自ら創り出す姿勢も大事にできる雰囲気の醸成が重要であると考える。 

・ 私たちは就労支援の分野で「岐阜県を日本一、女性が働きやすい県にする」とい

う目標を掲げ、ジェンダーギャップの解消などに取り組んでいる。地域のお母さん
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やお父さんがまさにキーパーソンであり、「岐阜が掲げるドメイン」や「ブランド」

を、誰に聞いてもすぐに言える状態にしていくことが重要である。 

 

○ 東海学院大学 神谷 眞弓子 学長 

・ よく「大学があるから人が来る」と言われるが、むしろ「経済が活発で新しく楽

しいまちであるからこそ、人・モノ・お金が集まり、その結果として大学生も集ま

る」という発想転換も必要であると考えている。 

・ 県内経済の継続的な成長を促していくことも重要である。県民の消費を増やす、

企業の投資を促す、資金の流れを活発にする。こうした取組により良い経済循環が

生まれると考えるので、積極的な政策展開をお願いしたい。 

・ 県としての強みを明確にし、打ち出せる政策が必要であり、アグリビジネスや製

造業などの分野が適しているのではないかと考える。 

・ 例えば「食料自給率が日本一」といった高い目標を掲げて取り組むのも良いので

はないかと思う。 

 

○ 岐阜県農業協同組合中央会 櫻井  宏 会長 

・ 岐阜は農業県というイメージが強い一方で、食料自給率は約 25％という状況であ

り、この問題を何とかしなければならないという思いで、農業分野にしっかり取り

組みたいと考えている。 

・ 地元には本当に良いものが数多くあるにもかかわらず、その魅力を十分にＰＲで

きていない。また、消費者側の声を吸い上げる仕組みも十分とは言えず、県の方針

と歩調を合わせながら進めていければ良いと考えている。 

・ 新たな総合戦略策定に向けた議論については、今年度の取組の結果が出た後に、

より具体的な意見を述べられる機会があると思っており、そこでぜひ提案させてい

ただきたい。 

 

○ （一財）岐阜県身体障害者福祉協会 小川 剛矢 事務局長 

・ 県の来年度予算については、まさに未来への投資という形で示されており、大き

な期待を感じている。今回の投資に応えるためにも、私たちとしても責任を持って

取り組んでいかなければならないと強く思っている。 

・ モーニングプロジェクトについては、地域のつながりを再構築するうえで非常に

有意義であると感じており、障害のある方にも参加の声かけも行っている。 

・ 「ワクワクの創出」は、すべての人が担い手として活躍できる社会を築く考え方

につながるものである。楽しいね、きれいだったねといった感情を自然に共有し合

える関係性こそが、差別や虐待のない、ともに生きる地域社会の基盤になると確信

している。 

・ これまでの福祉は「守る福祉」「受ける福祉」という面があったが、これからは

「拓く福祉」、また「担う福祉」ということで進めていってはどうかと感じている。 
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○ 岐阜県商工会議所連合会 鈴木 良春 副会長 

・ 中小企業が持続的な成長を目指すためには、設備投資やシステム投資が欠かせな

いが、単年度では十分な投資が難しい。設備導入には複数年の計画が必要であるた

め、ぜひ複数年度での支援を検討いただきたい。 

・ 商工会議所では地域の中小企業の発展のため伴走支援を行っているが、支援員の

拡充も併せて検討いただけるとありがたい。 

・ 関市の刃物業界は緩やかな発展を遂げている。海外との競争は引き続き厳しいが、

将来への投資として、「産学官金」の連携による、次世代の素材、デザイン、販売ス

タイルなどの研究に取り組んでいる。 

・ 一方で、賃上げ、職人の高齢化、人材不足といった課題も多いが、関市では工場

参観日などの催しを実施しており、高校生も多く訪れてくれている。組合としては

大阪や東京などにアンテナショップを出したいという構想もあり、そこで「関の刃

物」というブランドを国内外にしっかりＰＲしたい。 


